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○ 講演会等／Lectures at NISTEP
5/16(木)
「科学活動に従事する人的資源の国際比較」について 
Dr. Jean M. Johnson 
（Senior Analyst,Science and Engineering Indicators Program,NatinalScience
Faundation − 米国国立科学財団 上席解析官）
○ 主要来訪者一覧／Foreign Visitors to NISTEP
4/15〜6/30 Mrs.Patricia A.Berman 
（オーストラリア科学技術会議上席顧問）
5/15 Prof.Dr.Heinz Riezenfuber 
（元ドイツ連邦 研究技術大臣）





















所長 尾藤 隆 
企画課 堀田 継匡
新たな国際共同研究関係の構築のためヨーロッパ及びアメリカの諸機関を訪問し、その動向
調査及び情報交換を行った。機関の概要は以下のとおり。
１．スウェーデン産業技術開発国家委員会（ＮＵＴＥＫ）：３月２５日訪問
Heinegard副所長以下を訪問 
産業技術開発国家委員会（ＮＵＴＥＫ）は通産省（法案作成と予算要求のみを行い、施策の実
施は下部委員会が実施）傘下にあり職員数は約４００人。経済や産業の発展、長期的なエネ
ルギーシステムの発展に等を所掌する機関である。 
現在、ビジネス、エネルギー、地域開発、技術研究開発及びアナリシスの５部門に分かれてい
る。 
スウェーデンの公的研究機関は大学が中心。科学技術に関しては、科学的研究と教育の調整
一般は教育省の責任。産業に係わるものは通産省の責任。過去１年半の間に政権交代が
あったが基本的には１９９３年策定の政策を踏襲したが若干の変化があったとのことであっ
た。
２．ＥＵ１２総局：３月２６日訪問
Draxler 第１２総局社会経済研究担当局長以下を訪問 
現在EUがおこなっている第４次フレームワーク研究開発計画の個別計画の１つである「目標
型社会経済研究に関する研究・技術開発・実証個別計画」についてその概要、実施状況につ
いて先方より説明があった。 
また当方より日本の科学技術政策の展開として、科学技術に関する研究開発の振興を図るた
めの枠組み法として、科学技術基本法が成立し、これに基づき、科学技術基本計画の策定に
取り組んでいる旨説明。また、我が国の科学技術関連予算、研究開発の動向等について説明
した。
３．フラウンホーファー協会技術革新研究所（ＩＳＩ）：３月２８日
Grupp 副所長以下を訪問 
フラウンホーファー協会技術革新研究所（ＩＳＩ）はフラウンホーファー協会において自然科学
及び技術を担当している機関である。外部評価等について当方より質問を行った。
４．応用システム解析国際研究所（ＩＩＡＳＡ）：３月２９日
Jager 副所長を訪問 
応用システム解析国際研究所（IIASA）は１７の国から構成されるコンソーシアムによって支援
された学際的な非政府研究機関である。東西冷戦中に東西の架け橋として設立された。しか
し東西冷戦の終結により新たな方向性を摸索しているとのこと。 
現在、１）地球環境、２）経済変換と技術、３）システム解析手法の開発の３つに特化している。
２）は社会主義経済から市場経済への転換に努力しているロシアの希望によりおこなわれて
いる。 
米国はＮＳＦ、日本は通産省の協会が主要スポンサー。今のところ先進国のみだがいずれ途
上国も参加する予定である。 
当方よりは日本の科学技術関係予算の概要、主な科学技術施策の概要等について１時間程
度の講演を行った。
５．国立科学財団（NSF）：３月２９日訪問
Bardon 国際プログラム部長以下を訪問。 
当方よりJISTEC及びJRDC共同の科学技術センターを米国西海岸（サンフランシスコ）に設置
し、我が国の科学技術活動の広報あるいは情報交換の窓口としたいとの説明を行った。 
JAPAN PROGRAMとしては現在ＳＴＡフェロー事業に対する応募が急増しているとの発言が
あり、センターの役割につき特段の関心を示した。 
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また、当方より科学技術基本法に基づく科学技術基本計画の策定（本年６月を目途）に政策研
として既存のデータにより改革に参画していく旨説明した。加えて政策研が開かれた研究環
境を有することを掲げ、調査研究活動における協力を続けたい旨を述べ、ＮＳＦも同意。
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